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(54)【発明の名称】 超音波診断装置

(57)【要約】
【課題】超音波断層法や超音波ドプラ法等を用いて生体
内部組織を探知する超音波診断装置の画像表示の分解能
を向上させるため、探触子と本体との間の伝送路の漏話
を減少させたり、伝送路に外来雑音が侵入しないように
してＳＮ比を高めるための手段を提供する。
【解決手段】超音波を生体内に送波し生体内部で反射し
た超音波を受波して電気信号に変換する振動子と、前記
電気信号に基づく画像を表示する本体とを備えた超音波
診断装置において、前記振動子と前記本体との間に、前
記電気信号を光信号に変換する光トランスミッタ、該光
信号を伝送する光ファイバ、および該光ファイバが伝送
する該光信号を再び電気信号に変換する光レシーバを有
するケーブルを備える。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】超音波を生体内に送波し生体内部で反射し
た超音波を受波して電気信号に変換する振動子と、前記
電気信号に基づく画像を表示する本体とを備えた超音波
診断装置において、
前記振動子と前記本体との間に、電気信号を光信号に変
換する光トランスミッタ、該光信号を伝送する光ファイ
バ、および該光ファイバが伝送する該光信号を再び電気
信号に変換する光レシーバを有するケーブルを備えたこ
とを特徴とする超音波診断装置
【請求項２】前記振動子と前記ケーブルとの間に、該振
動子の励振電圧を発生するパルサを備え、該ケーブル
が、該パルサを駆動する電気信号を光信号に変換する光
トランスミッタ、該光信号を伝送する光ファイバ、およ
び該光ファイバが伝送する該光信号を再びパルサを駆動
する電気信号に変換する光レシーバをも備えたことを特
徴とする請求項１記載の超音波診断装置。
【請求項３】前記光ファイバが、前記振動子で変換する
電気信号から変換した第１の光信号と前記本体で発生す
る電気信号から変換した第２の光信号との双方を相互に
異なるタイミングで伝送するものであることを特徴とす
る請求項１記載の超音波診断装置。
【請求項４】前記ケーブルが前記本体に備えられた電源
部から前記光トランスミッタ、前記光レシーバまたは前
記パルサに給電する給電線を備えたことを特徴とする請
求項１または２記載の超音波診断装置。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】この発明は、超音波断層法や
超音波ドプラ法等を用いて生体内部組織を探知する超音
波診断装置に関する。
【０００２】
【従来の技術】超音波は人体に無害であることから、生
体内に超音波を送波し、その反射波を受波して画像信号
に変換し、生体内部組織の状態を画像表示する超音波診
断装置が医療分野で用いられている。
【０００３】超音波診断装置は、パルス電圧などを超音
波に変換して生体内に送波し、生体内部で反射した反射
波を受波して電気信号に変換する振動子と、パルス電圧
などを発生したり変換した電気信号を画像信号に変換し
て画像表示する本体と、それら振動子と本体との間をつ
なぐケーブルによって構成されている。
【０００４】超音波診断装置を医学的診断に用いる方法
として、生体内部組織の断面を把握する超音波断層法、
血流等を把握する超音波ドプラ法等がある。
【０００５】超音波断層法は、生体内部に超音波ビーム
を平行もしくは扇状に走査し、内部組織の断層像を画像
表示する方法で、反射波の振幅の大きさをＣＲＴの輝度
信号に変換してＢモード像を得る方法が一般に用いられ
る。また、生体内部に超音波を送波する方法にはパルス
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エコー法と連続波法とがあるが、Ｂモード像を得るには
パルスエコー法が用いられる。
【０００６】パルスエコー法は、超音波の送受を時間に
よって区分し、送信する時間区分では生体内部にパルス
波を数発（以下バースト波と称す）送信するが、受信す
る時間区分では送波は止めて反射波を受波する方法であ
り、連続波法は、振動子を送波用と受波用とに区分して
送波と受波を同時に行い、送波用振動子から連続波を送
波する方法である。
【０００７】Ｂモード像を得るには複数の振動子が配列
された配列形探触子が用いられ、配列形探触子はさら
に、振動子を直列に配列したリニアアレイ探触子、振動
子を凸の円弧状に配列したコンベックス探触子、振動子
を直列に配列し電子的に扇状走査するフェーズドアレイ
探触子などに分類される。
【０００８】超音波ドプラ法は、生体の内部組織の血流
などを画像表示する方法で、移動する被検体の移動方向
や移動速度によって反射波の周波数や位相が偏移すると
いう性質（ドプラシフトと呼ぶ）から、被検体の移動速
度や移動方向を探知する方法である。
【０００９】超音波ドプラ法は生体内部に超音波を送波
する方法の違いにより、さらにパルスドプラ法と連続波
ドプラ法に分けられる。
【００１０】パルスドプラ法は、生体の比較的深いとこ
ろにある関心領域に焦点を合わせて超音波バースト波を
送り、反射波のうちから関心領域で反射した電気信号を
サンプリングし、ドプラシフト成分を抽出して血流速な
どを描画する方法（以下ＰＷＤモードと称す）で、配列
形探触子を用いる。
【００１１】連続波ドプラ法は、生体の比較的浅いとこ
ろにある関心領域に焦点を合わせて超音波連続波を送
り、反射波を受波して得た電気信号のドプラシフト成分
を抽出して血流速などを描画する方法（以下ＣＷＤモー
ドと称す）で、インディペンデント形探触子または配列
形探触子を用いる。
【００１２】図１は、超音波診断装置の本体とインディ
ペンデント形探触子とこれらの間をつなぐケーブルの構
成例を示す図である。
【００１３】図１において、本体１のパルサ６で発生し
た励振電圧がケーブル３の送波用信号ライン１０を経由
してインデペンデント形探触子２の送波専用振動子８に
印加され、送波専用振動子８はこの電圧により励振され
て超音波を図示しない人体内に送波する。受波専用振動
子７は図示しない人体内部から反射波を受波して電気信
号に変換し、その電気信号は受波用信号ライン９を経由
して本体１の受信部５に送られる。
【００１４】上述の通り、インディペンデント形探触子
の振動子は、送波専用振動子と受波専用振動子とに分か
れており、連続波法に用いられる。
【００１５】したがって、ケーブル内の信号ラインも受
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3
波用信号ライン９と送波用信号ライン１０とに分けられ
るが、これらはともに絶縁被覆電線であり、同時に使用
されるので、本体１から送波専用振動子８に励振電圧を
送る送波用信号ライン１０と受波専用振動子７から本体
１に電気信号を送る受波用信号ライン９との間および受
波用信号ライン相互間の静電結合または電磁結合によ
り、送波用信号ライン１０を経由して送波専用振動子８
に印加される励振電圧が受波用信号ライン９に混入する
近端または遠端漏話が起こり易い。
【００１６】近端漏話はＳＮ比を劣化させ、遠端漏話は
アーチファクトの一因となる。
【００１７】さらに、各信号ラインへ外来雑音が侵入し
やすい。
【００１８】図２は、超音波診断装置の本体と配列形探
触子との間のケーブルの構成図である。
【００１９】図２において、振動子２１ａ１～２１ａｎ
（一部図示せず）、本体１に設けられた受信部５ａ１～
５ａｎ（一部図示せず）、パルサ６ａ１～６ａｎ（一部
図示せず）および送信部４ａ１～４ａｎ（一部図示せ
ず）はそれぞれｎ個ずつ、配列形探触子２０と本体１と
の間をつなぐケーブル３０には、信号ライン２３ａ１～
２３ａｎ（一部図示せず）をｎ本備えている。
【００２０】配列形探触子２０を用いて連続波法を行う
場合は、振動子２１ａｋ～２１ａｎは送波専用振動子、
信号ライン２３ａｋ～２３ａｎは送波用信号ラインとな
り、振動子２３ａ１～２３ａｊは受波専用の振動子、信
号ライン２３ａｌ～２３ａｊは受波用信号ラインとな
る。
【００２１】パルサ６ａｋ～６ａｎで発生した励振電圧
は送波信号ライン２３ａｋ～２３ａｎを経て送波専用振
動子２１ａｋ～２１ａｎを励振し、送波専用振動子２１
ａｋ～２１ａｎは図示しない人体内に超音波を送波す
る。生体内部で反射した反射波は受波専用振動子２１ａ
ｌ～２１ａｊで電気信号に変換され、その電気信号は受
波用信号ライン２３ａｌ～２３ａｊを経由して、受信部
５ａｌ～５ａｊで受信される。
【００２２】パルスエコー法を行う場合は、ケーブル３
０の信号ライン２３ａｌ～２３ａｎと振動子２１ａ１～
２１ａｎを時間により区分して超音波や電気信号の送受
を行う。
【００２３】図３は、パルスエコー法を行う場合に信号
ラインを送受する電気信号をあらわす模式図である。
【００２４】図３に示すように、送信に使用する時間区
分２６と受信に使用する時間区分２７に分け、送信に使
用する時間区分２６には振動子のパルス電圧２９が信号
ラインに送られ、受信に使用する時間区分２７には振動
子が変換した電気信号２８が信号ラインに送られる。
【００２５】以下、これらの送信と受信が周期ごとに繰
り返しされる。したがって、送信に使用する時間区分２
６には、図２のパルサ６ａ１～６ａｎで発生したパルス
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電圧が信号ライン２３ａ１～２３ａｎを経由して振動子
２１ａ１～２１ａｎを励振し、振動子２１ａ１～２１ａ
ｎは超音波を生体内に送波する。また、受信に使用する
時間区分２７では、生体内部で反射した反射波を振動子
２１ａｌ～２１ａｎが受波して電気信号に変換し、その
電気信号が信号ライン２３ａｌ～２３ａｎを経由して、
本体１の受信部５ａ１～５ａｎに送られる。
【００２６】なお、送信に使用する時間区分２６か、受
信に使用する時間区分２７かによって、図示しないスイ
ッチは、信号ライン２３ａ１～２３ａｎ６とパルサ６ａ
１～６ａｎとの接続から信号ライン２３ａ１～２３ａｎ
と受信部５ａ１～５ａｎとの間の接続に接続を切り替え
る。
【００２７】上述の通り、配列形探触子の振動子は、こ
のように送波専用振動子群と受波専用振動子群に分けて
連続波法に用いる場合と、時間により区分してパルスエ
コー法に用いる場合とがあるが、ケーブル内の信号ライ
ンは絶縁被覆電線であり、連続波法に用いる場合はイン
ディペンデント形探触子の信号ラインと同様、本体から
振動子にパルス電圧を送る送波用信号ラインと振動子か
ら本体に電気信号を送る受波用信号ラインとの間および
受波用信号ライン相互間に生じる静電結合または電磁結
合により漏話が起こり易い。また、パルスエコー法に用
いる場合には、信号ライン相互の間に生じる静電結合ま
たは電磁結合により漏話が起こり易い。近端漏話はＳＮ
比を劣化させ、遠端漏話はアーチファクトの一因とな
る。さらに、各信号ラインへ外来雑音が侵入しやすい。
【００２８】
【発明が解決しようとする課題】超音波診断装置は生体
内部の疾患を探知するために用いられるものであり、生
体内部組織の断層像、内臓の運動状態、血流の状況など
を鮮明に、感度よく画像表示する必要がある。このた
め、生体内部に送るパルス波のタイミングをずらし、関
心領域に超音波ビームの焦点を合わせたり、超音波周波
数を高くするなど診断画像の分解能を高める工夫がなさ
れている。しかし、そのような工夫をしても、振動子と
本体との間をつなぐケーブル内の信号ラインは絶縁被覆
電線が用いられているので外来雑音を拾い易い。また、
ケーブル内の信号ライン相互間は近接しているので静電
結合や電磁結合による漏話が起こり易く、連続波法を用
いる場合には特に問題となる。また、遅延回路によりタ
イミングや位相をずらし電子的に扇状走査するフェーズ
ドアレイ探触子を用いる場合は、同一地点から反射した
信号を遅延させ加算する遅延加算演算回路が漏話信号に
より飽和が生じ易いため、プリアンプのゲインを抑制せ
ざるを得ないという問題もある。さらに、遠端漏話によ
る虚像（アーチファクト）が生ずるおそれもある。
【００２９】上記事情に鑑み、本発明は、信号ライン間
の漏話や信号ラインに侵入する外来雑音などを防ぐこと
により、受信感度の向上を図った超音波診断装置を提供
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することを目的とする。
【００３０】
【課題を解決するための手段】上記の目的を達成する本
発明の超音波診断装置は、超音波を生体内に送波し生体
内部で反射した超音波を受波して電気信号に変換する振
動子と、上記電気信号に基づく画像を表示する本体とを
備えた超音波診断装置において、上記振動子と上記本体
との間に、電気信号を光信号に変換する光トランスミッ
タ、該光信号を伝送する光ファイバ、および該光ファイ
バが伝送する該光信号を再び電気信号に変換する光レシ
ーバを有するケーブルを備えたことを特徴とする。
【００３１】このように、振動子と本体との間に光ファ
イバを備えるので、電気信号を光ファイバで伝送する場
合のその信号ラインへの漏話の混入や外来雑音の侵入は
防止できるので、良質な画像を表示できる。
【００３２】また、上記振動子と上記ケーブルとの間
に、パルス電圧を上記振動子に送るパルサを備え、該ケ
ーブルが、該パルサを駆動する電気信号を光信号に変換
する光トランスミッタ、該光信号を伝送する光ファイ
バ、および該光ファイバが伝送する該光信号を再びパル
サを駆動する電気信号に変換する光レシーバをも備えた
ことも好ましい。
【００３３】また、上記光ファイバが、上記振動子で変
換する電気信号から変換した第１の光信号と上記本体で
発生する電気信号から変換した第２の光信号との双方を
相互に異なるタイミングで伝送するものであることは好
ましい態様である。
【００３４】このように、パルサを振動子側に設け、ケ
ーブル内の信号ラインをすべて光ファイバとすれば、連
続波法、パルスエコー法のいずれを用いる場合において
もケーブル内の信号ライン相互間における漏話や信号ラ
インへの外来雑音の侵入を防止できるので、良質な画像
を表示できる。
【００３５】
【発明の実施の形態】本発明の第１の実施形態について
説明する。
【００３６】図４は、本発明の第１の実施形態を示す超
音波診断装置のブロック図である。
【００３７】図４に示すように、超音波診断装置は本体
８１と、探触子８２と、これら本体８１と探触子８２と
の間のケーブル８３とから構成されている。
【００３８】本体８１は装置全体を制御するコントロー
ラ９０、コントローラ９０の制御信号により駆動信号を
送出する送信部８４、送信部８４から駆動信号を受けて
パルス電圧を発生するパルサ８６、探触子８２から送ら
れる電気信号を受信してデジタル信号に変換する受信部
８５、受信部の変換するデジタル信号を画像信号に変換
するデジタルスキャンコンバータ８７およびデジタルス
キャンコンバータ８７が変換する画像信号を画像表示す
る画像表示装置８８が備えられている。
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【００３９】コントローラ９０は装置全体を制御し、送
信部８４はコントローラ９０から制御信号を受けて駆動
信号を発生し、パルサ８６はその駆動信号により励振電
圧を発生する。
【００４０】パルサ８６で発生した励振電圧は、ケーブ
ル８３を経て、探触子８２に備える図示しない振動子に
印加され、振動子を励振する。励振された振動子は、生
体内に超音波を送波し、生体内部で反射した反射波を受
波して電気信号に変換する。その電気信号は、ケーブル
８３を経て受信部８５に送られる。
【００４１】受信部８５で受信した電気信号は、デジタ
ルスキャンコンバータ８７で座標変換、補間演算が行わ
れて画像信号に変換された後、画像表示装置８８に画像
表示される。
【００４２】図５は、本発明の第１の実施形態を示す超
音波診断装置のケーブルの構成図である。
【００４３】本実施形態の探触子はインディペンデント
形探触子であり送波専用振動子と受波専用振動子に独立
しており連続波法に用いられる。
【００４４】図５において、図示しない生体に超音波を
送波する送波専用振動子８と図示しない生体から反射波
を受波して電気信号に変換する受波専用振動子７から構
成され、送波専用振動子８はケーブル３に設けられた絶
縁被覆電線からなる送波用信号ライン１０を経て本体１
のパルサ６、および送信部４に接続されている。
【００４５】また、受波専用振動子７は電気信号を光信
号に変換する光トランスミッタ３１、光信号を伝送する
光ファイバ３５、光信号を再び電気信号に変換する光レ
シーバ４１を経て、本体１の受信部５に接続されてい
る。なお、光トランスミッタ３１は、ケーブルに設けた
給電線５１を経て本体１の電源部５０に接続されてい
る。
【００４６】図６は、本実施形態に使用する光トランス
ミッタのブロック図を示す。
【００４７】図６に示すように、光トランスミッタ３１
はバッファ回路１６および発光回路１７から構成されて
いる。
【００４８】光トランスミッタ３１は、バッファ回路１
６で電気信号を受信し、その電気信号を整形して発光回
路１７に送り、発光回路１７は図示しない発光素子によ
り電気信号を光信号に変換する。
【００４９】ここで、発光素子としては、たとえばフォ
トダイオードなどが用いられる。
【００５０】なお、パルスエコー法におけるバースト波
の送波時には通常百数十Ｖの電圧を印加して振動子を励
振するので、バッファ回路１６の前段には高圧をカット
するリミット回路（図示しない）を設けて発光回路１７
を保護することが望ましい。
【００５１】図７は、本実施形態に使用する光レシーバ
のブロック図を示す。
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【００５２】図７に示すように、光レシーバ４１は受光
回路１８および増幅回路１９から構成されている。
【００５３】図７において、光信号を受光回路１８が受
信し、受光回路１８中にある図示しない受光素子により
光信号を電気信号に変換し、変換された電気信号は図４
に示す本体１の受信部５の入力レベルに整合するように
増幅回路１９で増幅し図４に示す本体１の受信部５に受
信される。ここで、受光素子としては、たとえばフォト
トランジスタなどが用いられる。
【００５４】再び図５に戻って説明する。
【００５５】本体１のパルサ６は、送信部４から駆動信
号を受けて励振電圧を発生する。
【００５６】発信専用振動子８は本体１のパルサ６から
ケーブル３の信号ライン１０を経て励振電圧を印加さ
れ、図示しない生体内に超音波を送波する。、受波専用
振動子７は図示しない生体内部から反射波を受波して電
気信号に変換し、ケーブル３の光トランスミッタ３１に
送り、光トランスミッタ３１はその電気信号を光信号に
変換して光ファイバ３５に送り、光ファイバ３５を伝送
された光信号は光レシーバ４１で再び電気信号に変換さ
れ、変換された電気信号は本体１の受信部５で受信され
る。
【００５７】このように、探触子２から本体１へ電気信
号を送る受波用信号ラインは光リンクを用いるので、送
波用信号ラインから受波用信号ラインへの近端漏話、受
波用信号ライン相互間の遠端漏話はなくなり、受波用信
号ラインへの外来雑音の侵入もなくなるので、光ファイ
バへの外来雑音の侵入はないので、ＳＮ比が改善され、
アーチファクトの抑止ができるので、良質な画像を表示
できる。
【００５８】次に、本発明の第２実施形態について説明
する。
【００５９】本発明の超音波診断装置の第２の実施形態
の構成は、図４に示した第１の実施形態と構成が同じな
ので、図および説明を省略する。
【００６０】図８は本発明の第２の実施形態を示す超音
波診断装置のケーブルの構成図である。
【００６１】本実施形態は、図２に示した、従来例とく
らべると、受波専用振動子群と本体との間に光ファイバ
を備えている点が相違する。
【００６２】図８において、探触子２０は配列形探触子
であり、ｎ個ある振動子２１ａ１～２１ａｎは受波専用
の受波専用振動子群２１ａ１～２１ａｊと、送波専用の
送波専用振動子群２１ａｋ～２１ａｎに分けて用いる。
【００６３】全振動子２１ａ１～２１ａｎはケーブル３
０のに備える絶縁被覆電線からなる信号ライン２３ａ１
～２３ａｎ（一部図図示せず）を経て本体１のパルサ６
ａ１～６ａｎ（一部図図示せず）または受信部５ａ１～
５ａｎ（一部図図示せず）のいずれかに、スイッチ（図
示せず）によって切り換えられて接続される。
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【００６４】さらに、受波専用振動子群２１ａ１～２１
ａｊには電気信号を光信号に変換する光トランスミッタ
３１ａ１～３１ａｊ、光信号を伝送する光ファイバ３５
ａ１～３５ａｊおよび電気信号を光信号に変換する光レ
シーバ４１ａ１～４１ａｊからなる光リンクが接続され
ている。なお、光リンクは上述の各信号ライン２３ａ１
～２３ａｎと異なり、光レシーバ４１ａ１～４１ａｊが
本体１の対応する受信部５ａ１～５ａｊに固定接続され
ている。
【００６５】なお、光トランスミッタ３１ａ１～３１ａ
ｊはケーブル３０に設けた給電線５１を経て本体１の電
源部５０に接続されている。
【００６６】本実施形態に用いられる光トランスミッタ
は図６にブロック図を示す光トランスミッタと同じであ
るから、光レシーバは図７にブロック図を示す光レシー
バと同じであり、説明を省略する。
【００６７】本実施形態に用いられる光トランスミッタ
は図６にブロック図を示す光トランスミッタと同じであ
り、また光レシーバは図７にブロック図を示す光レシー
バと同じなので、ブロック図およびその説明を省略する
る。
【００６８】この実施形態の超音波診断装置を連続波法
で使用する場合は、送波専用振動子群２１ａｋ～２１ａ
ｎは、ケーブル３０の絶縁被覆電線からなる信号ライン
２３ａｋ～２３ａｎを経由して、本体１のパルサ６ａｋ
～６ａｎで発生する励振電圧を印加され、図示しない生
体内に超音波を送波する。受波専用振動子群２１ａ１～
２１ａｊは、図示しない生体内部から反射波を受波して
電気信号に変換し、その電気信号をケーブル３０に備え
る光トランスミッタ３１ａ１～３１ａｊが光信号に変換
して光ファイバ３５ａ１～３５ａｊに送り、その光信号
を光レシーバ４１ａ１～４１ａｊが再び電気信号に変換
して本体１の受信部５ａ１～５ａｊに送る。
【００６９】このように、連続波ドプラ法を用いる場合
は、探触子から本体への電気信号は光信号に変換されて
光リンクで伝送され、励振電圧を送る送波用信号ライン
からと光リンクへの近端漏話や光リンク相互間の遠端漏
話はもとより、光リンクへの外来雑音の侵入はなくなる
ので、ＳＮ比を改善し、漏話によるアーチファクトを抑
止できるので、良質な画像を表示できる。
【００７０】次に、この実施形態の超音波診断装置をパ
ルスエコー法で使用する場合は、送波専用振動子群２１
ａｋ～２１ａｎおよび受波専用振動子群２１ａ１～２１
ａｊの全数または一部を用いて超音波の送受を行なう。
【００７１】図３に模式図を示したように、パルスエコ
ー法は、送信に使用する時間区分２６では各振動子で受
波して変換した電気信号が各信号ラインに送られる。
【００７２】このため、送信に使用する時間区分におい
ては、振動子２１ａｋ～２１ａｎおよび振動子２１ａｌ
～２１ａｊ（全数または一部）は、本体１のパルサ６ａ
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9
ｋ～６ａｎおよび図示しないパルサ６ａ１～６ａｊ（全
数または一部）が発生するパルス電圧をケーブル３０の
絶縁被覆電線からなる信号ライン２３ａｋ～２３ａｎお
よび図示しない信号ライン２３ａ１～２３ａｊ（全数ま
たは一部）を経由して印加され、図示しない生体内に超
音波を送波する。また、受信に使用する時間区分におい
ては、振動子２１ａｌ～２１ａｊおよび振動子２１ａｋ
～２１ａｎ（全数または一部）は図示しない生体内で反
射した反射波を受波して電気信号に変換し、その電気信
号を一部は、ケーブル３０に備える光トランスミッタ３
１ａ１～３１ａｊが光信号に変換して光ファイバ３５ａ
１～３５ａｊに送り、その光信号を光レシーバ４１ａ１
～４１ａｊが再び電気信号に変換して本体１の受信部５
ａｌ～５ａｊに送り、他の一部は、絶縁電線からなる信
号ライン２３ａｋ～２３ａｎを経由して、本体１の図示
しない受信部５ａｋ～５ａｎに送る。
【００７３】このように、受信に使用する時間区分にお
いて、絶縁被覆電線からなる信号ラインを用いて伝送さ
れる一部区間を除けば、電気信号は光信号に変換されて
光リンクで伝送されるので、絶縁被覆電線からなる信号
ラインから光リンクへの遠端漏話、光リンク相互間の漏
話、光リンクへの外来雑音の侵入はなくなるので、この
方法で使用する場合においても、一部ＳＮ比が改善さ
れ、アーチファクトの抑止ができるので、良質な画像を
表示できる。
【００７４】次に、本発明の超音波診断装置の第３の実
施形態について説明する。
【００７５】図９は本発明の超音波診断装置の第３の実
施形態を示すブロック図である。
【００７６】図４に示す本発明の超音波診断装置の第１
の実施形態に比べ、パルサ８６が探触子８２とケーブル
９０との間に設けられ、ケーブル内を送受される信号は
すべて光信号に変換されて光ファイバにより伝送される
点が相違する。
【００７７】図１０は、本発明の超音波診断装置の第３
の実施形態を示すケーブルの構成図である。
【００７８】図５に示す第１の実施形態のケーブル、お
よび図８に示す第２の実施形態のケーブルと比べると、
振動子から本体に送られる電気信号が光信号に変換さ
れ、光リンクで伝送される点はもとより、振動子を励振
する励振電圧を発生するパルサが振動子とケーブルとの
間に設けられ、パルサの駆動信号も光信号に変換されて
光リンクで伝送される点が相違する。この結果、ケーブ
ル内を送受される信号はすべて光信号に変換されて光リ
ンクで伝送される。
【００７９】図１０において、探触子２０は配列形探触
子であり、全振動子２１ａ１～２１ａｎにはパルサ６ａ
１～６ａｎが直接接続されている。
【００８０】ケーブル４０に備える光レシーバ４３ａ１
～４３ａｎはパルサ６ａ１～６ａｎに接続され、ケーブ
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ル４０の光トランスミッタ３１ａ１～３１ａｎは全振動
子２１ａ１～２１ａｎが接続され、このトランスミッタ
３１ａ１～３１ａｎおよび光レシーバ４３ａ１～４３ａ
ｎが光ファイバ４５ａ１～４５ａｎに接続され、光ファ
イバ４５ａ１～４５ａｎの他端が光レシーバ４１ａ１～
４１ａｎおよび光トランスミッタ３３ａ１～３３ａｎに
接続されている。
【００８１】ここで、光ファイバ４５ａ１～４５ａｎは
一方向の光信号のみを伝送するものであっても良いし、
図示しない方向性結合器またはカップラを備え、それら
を介して双方向の光信号を伝送するものであってもよ
い。
【００８２】方向性結合器またはカップラは双方向の光
信号を伝送する場合には、双方を相互に異なるタイミン
グで伝送する。
【００８３】パルサ６ａ１～６ａｎの所要電源は本体の
高圧電源部６０から給電線６１により供給され、探触子
側にある光レシーバ４３ａ１～４３ａｎおよび光トラン
スミッタ３３ａ１～３３ａｎの所要電源は本体１の電源
部５０から給電線５１により供給される。
【００８４】なお、本実施形態に使用される光トランス
ミッタおよび光レシーバは図６に示す光トランスミッタ
および図７に示す光レシーバと同じであり、図および説
明を省略するる。
【００８５】次に、本実施形態の超音波診断装置を連続
波法で使用する場合は振動子２１ａｋ～２１ａｎを送波
専用の振動子群、光ファイバ４５ａｋ～４５ａｎを送波
信号ラインとし、振動子２１ａｌ～２１ａｊを受波専用
の振動子群、光ファイバ４５ａｌ～４５ａｊを受波信号
ラインとして用いる。本体１の送信部４ａｋ～４ａｎは
パルサの駆動信号をケーブル４０の光トランスミッタ３
３ａｋ～３３ａｎ、光ファイバ４５ａｋ～４５ａｎ、光
レシーバ４３ａｋ～４３ａｎからなる光リンクを経由し
てパルサ６ａｋ～６ａｎに送り、送波専用振動子群２１
ａｋ～２１ａｎはパルサ６ａｋ～６ａｎで発生する励振
電圧により励振されて図示しない生体内に超音波を送波
する。受波専用振動子群２１ａ１～２１ａｊは図示しな
い生体内部から反射する反射波を受波して電気信号に変
換し、その電気信号はケーブル４０の光トランスミッタ
３１ａ１～３１ａｊ、光ファイバ４５ａ１～４５ａｊ、
光レシーバ３１ａ１～３１ａｊからなる光リンクを経由
して本体１の受信部５ａ１～５ａｊに送られる。
【００８６】次に、パルスエコー法で使用する場合は、
送信に使用する時間区分では本体１の送信部４ａ１～４
ａｎはパルサの駆動信号を光トランスミッタ３３ａ１～
３３ａｎ、光ファイバ４５ａ１～４５ａｎ、光レシーバ
４３ａ１～４３ａｎからなる光リンクを経由してパルサ
ー６ａ１～６ａｎに送り、その駆動信号によりパルサ６
ａ１～６ａｎはパルス電圧を発生して振動子群２１ａ１
～２１ａｎの全数または一部を励振する。励振された振
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動子群２１ａ１～２１ａｎは超音波を図示しない生体内
に送波する。
【００８７】受信に使用する時間区分では、振動子群２
１ａ１～２１ａｎの全数または一部は生体内部で反射し
た反射波を受波して電気信号に変換し、その電気信号は
光トランスミッタ３１ａ１～３１ａｎ、光ファイバ４５
ａ１～４５ａｎ、光レシーバからなる光リンクを経由し
て本体１の受信部５ａ１～５ａｎに送られる。
【００８８】なお、光ファイバは、図示しない方向性結
合器またはカップラを用いて光信号を双方向で伝送する
場合は、双方を相互に異なるタイミングで伝送する。
【００８９】このように、探触子と本体との間はすべて
光信号に変換され光リンクで伝送されるので、超音波断
層法、超音波ドップラ法のいずれを用いる場合であって
も、ケーブル内の信号ライン相互間の漏話や光ファイバ
への外来雑音の侵入はなくなるので、ＳＮ比やアーチフ
ァクトが改善され、良質な画像を表示できる。
【００９０】
【発明の効果】本発明によれば、超音波診断装置の本体
と探触子との間の信号は一部または全部が光信号に変換
され光リンクで伝送され、これら信号への漏話の混入や
外来雑音の侵入はないので、ＳＮ比やアーチファクトが
改善され、診断画像の感度を向上させることができる。
また、絶縁被覆電線を光ファイバに置換することにより
ケーブルの軽量化が図られ、装置の操作性が向上する。
【図面の簡単な説明】
【図１】超音波診断装置の本体とインディペンデント形
探触子との間をつなぐケーブルの構成図である。
【図２】超音波診断装置の本体と配列形探触子との間を
つなぐケーブルの構成図である。
【図３】パルスエコー法を行う場合の信号ラインに送受
される電気信号をあらわす模式図である。
【図４】本発明の超音波診断装置の第１の実施形態を示
すブロック図である。
【図５】本発明の超音波診断装置の第１の実施形態を示
すケーブルの構成図である。
【図６】本発明の実施形態に使用する光トランスミッタ
のブロック図を示す。
【図７】本発明の実施形態に使用する光レシーバのブロ
ック図を示す。 *

12
*【図８】本発明の超音波診断装置の第２の実施形態を示
すケーブルの構成図である。
【図９】本発明の超音波診断装置の第３の実施形態を示
すブロック図である。
【図１０】本発明の超音波診断装置の第３の実施形態を
示すケーブルの構成図である。
【符号の説明】
１，８１  本体
２  インデペンデント形探触子
３，３０，４０，８３  ケーブル
４，４ａ１～４ａｎ，８４  送信部
５，５ａ１～５ａｎ，８５  受信部
６，６ａ１～６ａｎ，８６  パルサ
７  受波専用振動子
８  送波専用振動子
９  受波用信号ライン
１０  送波用信号ライン
１６  バッファ回路
１７  発光回路
１８  受光回路
１９  増幅回路
２０  配列形探触子
２１ａ１～２１ａｎ  振動子
２３ａ１～２３ａｎ  信号ライン
２６  送信に使用する時間区分
２７  受信に使用する時間区分
２８  電気信号
３１，３１ａ１～３１ａｎ，３３ａ１～３３ａｎ  光ト
ランスミッタ
３５，３５ａ１～３５ａｊ，４５ａ１～４５ａｎ  光フ
ァイバ
４１，４１ａ１～４１ａｎ，４３ａ１～４３ａｎ  光レ
シーバ
５０  電源部
５１，６１  給電線
６０  高圧電源部
８２  探触子
８７  デジタルスキャンコンバータ
８８  画像表示装置
９０  コントロ－ラ

【図３】 【図６】
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